
高いレベルの放射性廃液の集中廃棄物処理施設への移送について

平成 23 年４月 19 日

東京電力株式会社

現在、福島第一原子力発電所タービン建屋内には、多量の放射性廃液が存在してお

り、特に２号機の廃液は、きわめて高いレベルの放射性廃液であります。

当社は、この廃液を集中廃棄物処理施設の建屋内における止水対策などが整い次第、

同施設の建屋に移送し、安定した状態で保管することとしておりました。

（平成 23 年４月 15 日お知らせ済み）

本件について、４月 10 日、経済産業大臣より、福島第一原子力発電所に滞留して

いる高い放射線量が検出された排水の集中廃棄物処理施設への移送に関して、その必

要性、安全性に係る評価、恒久的な排水保管及び処理施設についての方針等について

の報告徴収の指示を受けました。

昨日、止水対策などを終了したことから、この指示に基づきその内容をとりまとめ、

経済産業大臣に報告いたしました。報告内容につきましては、経済産業省原子力安

全・保安院においてご確認いただきました。

今後、当社が報告した実施方法に基づき、準備が整い次第、２号機タービン建屋内

から集中廃棄物処理施設へ高いレベルの放射性廃液を移送いたします。

以 上

（添付資料）
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添付資料－１

プロセス主建屋への移送について

１．概要

現在、２号機タービン建屋には多量の放射性滞留水（以下、「高レベル滞留水」という）

約２５,０００ｍ３が存在し、この滞留水は破損した燃料で汚染されている可能性があり極め

て高レベルである。これらは、原子炉に水を連続的に注入することにより冷却を行ってい

ることから、今後も継続して発生することが予想される。（現在、約１６８ｔ／日の注入を

行っている）

２号機タービン建屋の滞留水中のＣｓ-１３７濃度は３×１０６Ｂｑ／ｃｍ３、Ｉ-１３１濃

度は１．３×１０７Ｂｑ／ｃｍ３と極めて高く、既に一部がトレンチのひび割れを通じて放

水口に直接流出した。この流出は４月６日の時点で止水できたものの、再度の漏えいや別

の場所からの漏えいの可能性が否定できない状況にあることから、緊急に移送先を確保し

なければ、この滞留水が多量に直接海域に漏えいし、さらに相当の海洋汚染をもたらす可

能性がある。

この海域への漏えいを確実に防止するためには、この滞留水をタービン建屋から、安定

して貯蔵できる当面数万ｍ３の容量が確保できるタンクや建屋に移送することが必要であ

る。トレンチのひび割れからの流出を止めたことにより建屋内の水位が上昇して新たな漏

えいの可能性が高くなっている２号機タービン建屋の状況から、緊急に移送先を探す必要

があるが、多量の高放射性滞留水を貯蔵するためのタンクを短期間で設置、建設すること

は困難である。

集中廃棄物処理建屋の４建屋（プロセス主建屋、雑固体廃棄物減容処理建屋、サイトバ

ンカー建屋、焼却工作室建屋）のうち、貯蔵可能容量が一番大きいプロセス主建屋へ移送

を開始する。

２．実施計画

（１）移送計画の概要

２号機タービン建屋よりプロセス主建屋へは、安全上配慮すべき事項を確認の上、以

下の移送量をポンプにより移送する予定である。

移送量 約１０,０００ｍ３ （約４８０ｍ３／日）

判断基準 建屋内水位が地下１階床面となるレベルまで

３．具体的な安全確保策

（１）プロセス主建屋の健全性について地震により健全性に影響がないことを解析及び点

検により確認した。

（２）プロセス主建屋の漏えい防止について水をためる可能性がある位置までの貫通部の
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止水措置を実施した。また、小さな建屋貫通部がある場合にも地下水圧より建屋内水圧

を低くし建屋外に滞留水が流出しない水位レベルで管理する。また、建屋の外壁及び床

面にある小さなコンクリートの割れについても止水処理を行った。

移送開始以降、地下水についてモニタリングにより放射性物質の漏えいがないことを

確認する。

滞留水をプロセス主建屋へ移送した後に、プロセス主建屋以外の建屋における作業等

を実施する際に、プロセス主建屋からの漏えいの可能性を十分認識して安全対策を実施

する。

建屋における津波対策として、地上階の扉や開口部を極力ふさぎ、建屋内に海水が侵

入しないように運用する。

（３）タービン建屋地下の滞留水を移送する前に、比較的汚染の少ない水を通水し漏えい

確認を実施することで漏えいリスクを低減するとともに、系外放出の可能性を小さくす

る観点から、移送ルートを極力タービン建屋内とする。

移送中はプロセス主建屋にあらかじめ設置した水位計を監視し、移送が問題なく行わ

れていることを確認するとともに、建屋の外を通る部分については１日１回線量率を測

定する。

屋外に敷設する移送ホースについては地震、津波に対して、対策を実施している。

（４）建屋内に貯蔵する滞留水は、建屋外への漏えいを防止するため地下１階床面レベル

までの貯蔵として管理し、建屋内水位監視のため水位計を設置する。 
（５）プロセス主建屋には約１０，０００ｍ３の滞留水を貯蔵した場合の建屋周辺環境にお

ける線量評価は１．１×１０－２ｍＳｖ／ｈと想定されており、放射線の水準は十分低減

されている。

４．恒久的な水処理の方針

炉心冷却に必要な注入量と、水処理装置による放射能低減、淡水化による処理量をバラ

ンスさせ、滞留水を可能な限り減少させるため、共沈法（凝集沈殿法）、イオン交換法など

を用いた水処理システムを６月までに構築し、そこから出てくる大量の中低レベルの滞留

水を貯蔵するタンクを増設する。

更に、中低レベルの滞留水を６月から海水淡水化処理装置により、塩分を除去した上で

炉心へ注入する水を確保する。

これらのシステムにより、本年７月を目途に水のクローズドサイクルを確立する。これ

により、プロセス主建屋の高レベルの滞留水を浄化し、水質の改善を図る。更に、最終的

には水を抜き取り、適切に建屋の廃棄を行う。廃棄を行うまでは水位の管理を実施する。

以 上



添付資料－２

２号機タービン建屋滞留水移送計画図
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【漏洩防止】

・ホース施工後、漏洩の有無を確認を

・継手部を針金等で固縛（外れ防止）

・耐圧、耐放射線性を有するホースを使用

【被ばく防止】

・近接防止柵設置

耐圧ホース 【建屋間ホース敷設】

・人がアクセスする部分についてはU字溝等で保護

（2,3号機タービン建屋間も同様）

【漏洩時対応】

・移送先の水位の監視
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